
Ⅰ　緒言
2016（平成28）年５月27日，児童福祉法の「総

則」（第１条～第３条）がほぼ70年ぶりに全面改
正された．児童福祉法の改正は近年では毎年のよ
うに行われているが，理念規定である「総則」の
改正は戦後初めてのことである．法改正の直接的
なねらいは，出産期からの「子育て世代地域包
括支援センター（日本版ネウボラ）」の設置に典
型的に見られるように，激増している児童虐待へ
の対策強化の一環である．しかし，その第１条
の「児童に関する条約の精神にのっとり」という
文言や第２条の「前略～社会のあらゆる分野にお

いて，児童の年齢及び発達の程度に応じて，その
意見が尊重され，その最善の利益が優先して考慮
され～後略」といった新たな条文に見られるよう
に，「児童福祉法」と「子どもの権利条約」の整
合性が条約の批准後20年余にしてようやくとれた
と解釈できる改正でもあった．

近年，「子どもの人権」がおびやかされている
事例は児童虐待問題だけでなく，７人に１人とも
いわれる貧困児童あるいは貧困家庭の問題や，保
育現場では10人に１人にまで増加しているとされ
るいわゆる「気になる子」の問題，学齢児童にお
ける不登校，校内暴力，非行，さらには毎年最多
を更新しているいじめ（自殺）問題等々枚挙にい
とまがない．上述のような現今の子ども家庭福祉
の状況下では，より個別的かつ普遍的なソーシャ
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ルワークが必要となっており，今後，社会福祉士
をはじめとするソーシャルワーク専門職の活躍が
より一層期待されているのである１）．

そうしたことの必要性の一例をあげるならば，
現在，都道府県において「家庭的養護推進計画」
及び「社会的養育推進計画」が策定，推進されて
いる．これは，2011（平成23）年７月にまとめら
れた「社会的養護の課題と将来像」に掲げられた
目標の実現に向け，社会的養護を必要とする児童
の養育環境の質を向上させるために，児童養護施
設等の小規模化や地域分散化，里親・ファミリー
ホームの推進を具体的かつ計画的に推進するため
の15年間の計画である．後者の「社会的養育推進
計画」は，2017（平成29）年８月に発表された

「新しい社会的養育ビジョン」に基づくもので，
「家庭養育優先原則」をさらに重視したものであ
る２）．
「社会的養護の課題と将来像」においては，「施

設のソーシャルワーク機能を高め，施設を地域の
社会的養護の拠点とし，これらの家族支援，地域
支援の充実を図っていくことが重要である」と述
べられている３）．そして，「児童養護施設運営指
針」では，「施設は社会的養護の地域の拠点とし
て，施設から家庭に戻った子どもへの継続的な
フォロー，里親支援，社会的養護の下で育った人
への自立支援やアフターケア，地域の子育て家庭
への支援など，専門的な地域支援の機能を強化
し，総合的なソーシャルワーク機能を充実してい
くことが求められる」，「ソーシャルワークとケア
ワークを適切に組み合わせ，家庭を総合的に支援
する仕組みづくりが必要である」，「社会的養護
は，従来の『家庭代替』の機能から，家族機能の
支援・補完・再生を重層的に果たすさらなる家庭
支援（ファミリーソーシャルワーク）に向けた転
換が求められている」４）と述べられている．

また，やや古くなるが，日本社会福祉実践理論
学会ソーシャルワーク研究会は，ソーシャルワー
クのあり方に関する調査研究の中で，児童養護施
設の「児童指導員は施設内のケアワークとして

の業務が中心である」が，「ケースマネジメント
（連絡，調整，企画，運営），ケースコーディネー
ト（評価，反省）といったソーシャルワーカーと
しての機能，役割が今後，求められるのは疑う余
地がない」５）と指摘している．

つまり，児童養護施設におけるソーシャルワー
ク機能がより一層求められており，その理論化や
体系化は実践現場にとっても喫緊の課題である．
しかしながら，児童養護施設におけるソーシャル
ワークは必要とされているものの，必ずしも体系
化されていないため．その現状と課題を整理する
必要がある６）．

Ⅱ　児童養護施設におけるレジデンシャル・ソー
シャルワークの現状

児童養護施設は，2018（平成30）年３月31日
現在，全国に605箇所設置され，25,282人（定員
32,253人）の児童の養育を担っている「社会的養
護施設」の一つである．その設置目的は，児童福
祉法第41条で，「児童養護施設は，保護者のない
児童（乳児を除く．ただし安定した生活環境の確
保その他の理由により特に必要のある場合には，
乳児を含む．以下，この条において同じ．），虐待
されている児童その他環境上養護を要する児童を
入所させて，これを養護し，あわせて退所した者
に対する相談その他の自立のための援助を行うこ
とを目的とする施設」であると規定されている．

厚生労働省が公表した「児童養護施設入所児童
等調査結果（平成25年２月１日現在）」によると，
児童虐待の増加等に伴い，児童養護施設に入所す
る児童のうち，約６割は虐待を受け，約３割に障
害等があるといった現状が示されており，複雑か
つ多様化している課題のある児童に対する自立支
援の困難性が増している．また，児童養護施設に
入所する児童の保護者自身も，貧困や精神疾患，
地域からの孤立といった様々な課題を抱えてお
り，施設内の児童だけでなく，その家族まで視野
に入れた幅広い支援が求められている．さらに今
日，育児不安や育児困難を抱えた地域の子育て家
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庭に対する支援・相談や地域の里親支援等も社会
的に必要不可欠な状況である．

これらのことは，施設の中では「ソーシャル
ワーカー」であることが期待されている社会福祉
士が中心となって解決していく事柄であるといえ
るが，現在の「児童福祉施設の設備及び運営に関
する基準」では，社会福祉士の配置は施設に必置
の条件とはされていない．そのため，有資格者が
ほとんどいない児童養護施設もあり，その対応に
は厳しい現状がある．ちなみに厚生労働省で毎年
実施している「社会福祉施設等調査」をもとに児
童養護施設における社会福祉士の配置状況をまと
めると表－１の通りである．

表から分かるように，児童養護施設における指
導員職に占める社会福祉士の配置の割合は全体で
13％であり，まだ極めて少ない現状である．1987

（昭和62）年に「社会福祉士及び介護福祉士法」
が制定されて30年余が経ち，2018（平成30）年９
月30日現在，全国で226,283人が社会福祉士の登
録をしているにもかかわらず，児童養護施設にお
いてソーシャルワークを推進する社会福祉士の数
は決して多いとはいえない７）．

そのような状況のなか，2007（平成19）年の
「社会福祉士及び介護福祉士法」の改正に伴い社
会福祉士現場実習の内容が大幅に改正され，現場
の社会福祉士が実習指導者となって「ソーシャル
ワーク実践を学ぶ」実習生を受け入れる体制が，
2012（平成24）年から本格的に始まった．児童養
護施設は長らく生活支援を中心としたケアワーク
中心の業務体系であったため，その中で，実習生

にいかに「ソーシャルワーク実践」を理解しても
らうかは，実習指導者にとって極めて大きな課題
となった．つまり，「児童養護施設等入所施設に
おけるソーシャルワーク（レジデンシャル・ソー
シャルワーク）８）とは何なのか」という現実問題
を深く考える場面に直面することになったのであ
る．こうしたことについては上田も，「相談援助
職が行うソーシャルワーク実践をめぐる論点」と
して「施設のソーシャルワーカーとしての独自
の実践とはいったい何なのかという点」をあげ，

「相談援助職が何をすべき存在なのか，利用者や
他職種から必ずしも認知されていない背景には，
相談援助職の存在意義を明確に示せる実践内容を
明確に提示できていないことがある」９）と指摘し
ている．

そういった問題意識のなか，宮﨑は，児童養
護施設職員の専門性について，「日常の養育の営
みとソーシャルワーク実践の合わせ技」と暫定
的に定義し，「養育といった保育・教育的な側面
にソーシャルワークの価値・知識・技術が重な
り合ったところに専門性があるのではないか」10）

と捉えてきた．また，『児童養護施設運営ハンド
ブック』では，職員の資質向上は，「児童養護施
設における専門性とは何かを具現化することと，
実践に関する根拠を示すことが必要」だとして，
エキスパートとスペシャリストという専門性に関
する２つの視点を考えている．エキスパートは

「達人的スキルを持つ人」で保育士や児童指導員
が目指す専門性を持つ人で，経験を核に実践をお
こない，それを説明できる客観的視点を併せ持つ

表－１　主な児童福祉施設の常勤の社会福祉士数

乳児院 母子生活
支援施設

児童養護
施設

障害児入所
施設（福祉型）

障害児入所
施設（医療型）

児童心理
治療施設

児童自立
支援施設

施設数 134 235 609 267 200 40 58
指導員職※ 267 140 5901 1951 1106 355 967

（うち社会福祉士） （45） （26） （770） （281） （128） （55） （156）
割合 17％ 19％ 13％ 14％ 12％ 15％ 16％
出典）櫻井慶一・宮﨑正宇編著『福祉施設・学校現場が拓く児童家庭ソーシャルワーク』北大路書房　2017　pp.12を一部修正
注）生活・児童指導員，児童自立支援専門員等を指導員職としてまとめて捉えている．
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ことで実践を理論化する．スペシャリストは「専
門的スキルを持つ人」で社会福祉士や臨床心理士
などが目指す専門性を持ち，理論を核に実践をお
こない，エビデンス（根拠）の明確化とその妥当
性を示す．そして，「前者は，生活支援や自立支
援中心のケアワーク，後者は家庭支援や機関調
整，心理的支援などのソーシャルワークが中心の
職責」11）と述べられている．

しかしながらレジデンシャル・ソーシャルワー
クは必ずしも体系化されているとはいえない現状
があり，児童養護施設においても同様である．米
本は「生活施設におけるレジデンシャル・ソー
シャルワークは，生活相談員の職務の現実を反映
させればよいというものではなく，歴史的に『施
設』が負ってきた負の遺産をどう解消するかとい
う重要な課題も含め，そのためにはレジデンシャ
ルワークにおけるアドミニストレーションへの視
野も設定し，かつケアワークやケアマネジメント
との比較において独自性・固有性を主張しうるも
のでなくてはならない」とし，「その意味では，
レジデンシャル・ソーシャルワークの理論的・実
践的枠組みは現存しているのではなく，構築し
なければならない」12）と述べている．さらに深谷
は，「レジデンシャルワークまたはレジデンシャ
ル・ソーシャルワークの研究は英米の社会福祉研
究の中では極めて傍流であり，わが国での文献紹
介すら殆どなされていない」とし，「我が国にお
けるレジデンシャルワークまたは施設実践の研究
を概観するとき現場の実践経験に基づく積み重ね
はあるものの，実証的研究に基づく理論化が進ん
でいるとは必ずしも言えない現状にある」13）と述
べている．

また関連して，北川は生活型児童福祉施設にお
けるソーシャルワーク実践について，「わが国の
場合，施設実践とソーシャルワークの関係につ
いて，これを研究論文にまとめて言及したり著
書（翻訳書）として刊行されることが他の研究領
域と比較して極めて少ないことは，当該領域の特
徴の一つとされてきた」14）と述べている．山本も

児童養護施設における実践研究において，「ソー
シャルワークの視点の必要性は考えられるもの
の，先行研究を概観する限りでは，施設における
ソーシャルワークは成熟しているとは言えず，文
献数も多くはない」15）と述べている．

このようにレジデンシャル・ソーシャルワーク
は実践現場で必要とされているものの，それに関
する理論研究の文献はかなり少ない現状がある．

Ⅲ　児童養護施設におけるレジデンシャル・ソー
シャルワークの課題

レジデンシャル・ソーシャルワークの概念は，
実践現場におけるレジデンシャル・ソーシャル
ワークの機能と役割を整理し，その独自性・固有
性を示すことで規定されていく側面がある．近江
は，「児童へのケアワークと児童へのソーシャル
ワークのすみ分け，保護者へのソーシャルワーク，
地域住民や関係機関とのソーシャルワークという
いくつかの層におけるソーシャルワークの展開な
ど，児童養護施設に固有のソーシャルワークを整
理することがせまられる事態となっている」16）と
述べている．また，天羽も，レジデンシャル・
ソーシャルワークをソーシャルワークの方法とし
て確立するにあたり，「ソーシャルワークの理念
に現実を引き付けるのではなく，現実からソー
シャルワークの理念を引き付ける方法を採用しな
ければならない」17）と述べている．

レジデンシャル・ソーシャルワーク実践の流れ
は，アドミッションケアからインケア，リービン
グケア18），アフターケアに至るまで連続性をもっ
て展開されている（図－１）．アドミッションケ
アは施設入所前から施設入所時のケア，インケア
は施設入所中のケア，リービングケアは施設退所
前から施設退所時のケア，アフターケアは施設退
所後のケアをそれぞれ示しており，在園生が社会
的自立に向けて円滑に移行できることが重要であ
る．
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特に近年，児童養護施設では，表－２のよう
に，相対的に高年齢児童の入所割合が増加してお
り，「児童養護施設入所児童等調査結果（平成25
年２月１日現在）」によると，平均の入所期間も
4.9年（前回調査時〈平成20年２月１日現在〉は
4.6年）と長期化していることからも，高年齢児
童に対する自立支援が大きな課題になっている．

一般にレジデンシャル・ソーシャルワークの機
能と役割の研究をする場合，実践場面をとると
リービングケアとアフターケアは相対的にインケ
アに比べてその内容が把握しやすく，その独自
性・固有性が導き出しやすい側面がある．また，
リービングケアとアフターケアはとりわけインケ
アと比較すると，具体的な実践内容，方法，期
間，実施者等が明確に整理・研究されている状況
ではないため，レジデンシャル・ソーシャルワー
クの視点から取り組みの体系化を図る必要もあ

る．
また，櫻井は，子ども家庭福祉領域における

ソーシャルワークの要素を「個別的な自立支援計
画の策定と直接的支援」と「地域の関係者や専
門機関等とのネットワーク構築による当該児童
および家庭への総合的な支援」19）とに整理してい
る．換言すれば，子ども家庭福祉領域における
ソーシャルワークは，「自立支援計画」と「ネッ
トワーク」という２つの要素に深く関わり，それ
らを統合しながら子どもとその家族の問題解決を
図る過程であるといえる．それらの要素は，レジ
デンシャル・ソーシャルワークにおいても，子ど
もの「自立」20）を大きな目的としていることで共
通であり，その目的の達成のためにも相互にこれ
ら２つの要素は密接かつ長期的に関連していると
考えられる．ところが従来，児童養護施設におけ
るレジデンシャル・ソーシャルワークの特徴でも
あるが，児童福祉法上，原則18歳で措置解除とな
るため，一般的には入所中の子どもに対して，い
かに「自立支援」21）を行うことができるのかが施
設職員には問われることが多かった．

しかし，グッドマン（Goodman,R.）が，「児童
養護施設における働きが成功したかどうか判定す
る最も重要な目安は，退所後に子ども達がどう
なるかということであろう」22）と述べているよう
に，入所中の子どもに対する自立支援は，退所後
の生活（入所中の生活よりも退所後の生活の方が
はるかに長いのであるが）に大きな影響を及ぼす
ことになる．つまり，児童養護施設におけるレジ
デンシャル・ソーシャルワークは，原則，満18歳
までという限られた期間内の施設内処遇で自己完
結するのではなく，「自立支援計画」や「ネット
ワーク」を活用しながら長期的な「自立支援」を
行う過程であると捉えることが妥当なのである．
この点，高齢者施設や障害者施設においては，退
所後の生活を目指しての「自立支援」というより
も，入所中のQOL（生活の質）の向上やケア（介
護）に力点が置かれているのとは対照的であると
いえる．

図－１　児童養護施設におけるレジデンシャル・ソー
シャルワーク実践の流れ
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のケアをそれぞれ示しており，在園生が社会的自

立に向けて円滑に移行できることが重要である． 
 
図－1 児童養護施設におけるレジデンシャル・ソーシ

ャルワーク実践の流れ 

 
 
特に近年，児童養護施設では，表－2 のように，

相対的に高年齢児童の入所割合が増加しており，

「児童養護施設入所児童等調査結果（平成 25 年 2
月 1 日現在）」によると，平均の入所期間も 4.9 年
（前回調査時〈平成 20 年 2 月 1 日現在〉は 4.6 
年）と長期化していることからも，高年齢児童に

対する自立支援が大きな課題になっている． 
 
表－2 児童養護施設における入所時の年齢別割合 
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満 
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12 歳～

15 歳未
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～18

歳未満
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歳

以

上

2013
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52.9％ 33.1％ 10.7％ 3.2％ 0％

2008
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53.8％ 34％ 9.7％ 2.2％ 0％

出典）厚生労働省「児童養護施設入所児童等調査結果（平

成 25 年 2 月 1 日現在）」と厚生労働省「児童養護施設

入所児童等調査結果（平成 20 年 2 月 1 日現在）」をも

と作成 

 
一般にレジデンシャル・ソーシャルワークの機

能と役割の研究をする場合，実践場面をとるとリ

ービングケアとアフターケアは相対的にインケア

に比べてその内容が把握しやすく，その独自性・

固有性が導き出しやすい側面がある．また，リー

ビングケアとアフターケアはとりわけインケアと

比較すると，具体的な実践内容，方法，期間，実

施者等が明確に整理・研究されている状況ではな

いため，レジデンシャル・ソーシャルワークの視

点から取り組みの体系化を図る必要もある． 
また，櫻井は，子ども家庭福祉領域におけるソ

ーシャルワークの要素を「個別的な自立支援計画

の策定と直接的支援」と「地域の関係者や専門機

関等とのネットワーク構築による当該児童および

家庭への総合的な支援」
19）

とに整理している．換言

すれば，子ども家庭福祉領域におけるソーシャル

ワークは，「自立支援計画」と「ネットワーク」と

いう 2 つの要素に深く関わり，それらを統合しな

がら子どもとその家族の問題解決を図る過程であ

るといえる．それらの要素は，レジデンシャル・

ソーシャルワークにおいても，子どもの「自立」
20）

を大きな目的としていることで共通であり，その

目的の達成のためにも相互にこれら 2つの要素は

密接かつ長期的に関連していると考えられる．と

ころが従来，児童養護施設におけるレジデンシャ

ル・ソーシャルワークの特徴でもあるが，児童福

祉法上，原則 18 歳で措置解除となるため，一般

的には入所中の子どもに対して，いかに「自立支

援」
21）

を行うことができるのかが施設職員には問わ

れることが多かった． 
しかし，グッドマン（Goodman,R.）が，「児童

養護施設における働きが成功したかどうか判定す

る最も重要な目安は，退所後に子ども達がどうな

るかということであろう」
22）

と述べているように，

入所中の子どもに対する自立支援は，退所後の生

退所時 

入所時 

表－２　児童養護施設における入所時の年齢別割合

６歳未満 ６歳～
12歳未満

12歳～
15歳未満

15歳～
18歳未満 18歳以上

2013年 52.9％ 33.1％ 10.7％ 3.2％ 0％
2008年 53.8％ 34％ 9.7％ 2.2％ 0％
出典）厚生労働省「児童養護施設入所児童等調査結果（平

成25年２月１日現在）」と厚生労働省「児童養護施設
入所児童等調査結果（平成20年２月１日現在）」をも
とに作成
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以上，児童養護施設における自立支援を長期的
な視点で考えていくために，リービングケアとア
フターケアに対するレジデンシャル・ソーシャル
ワークに着目することが重要であると理解でき
た．そこで，児童養護施設におけるリービングケ
アとアフターケアに対する社会福祉士の役割を明
らかにしておく必要がある．

Ⅳ　児童養護施設におけるリービングケアとアフ
ターケアに対する社会福祉士の役割

児童養護施設における社会福祉士の役割は，相
談援助をはじめとして多岐にわたるが，リービン
グケアとアフターケアに対する社会福祉士の役割
としては，大きく以下の３点をあげておきたい．

まず，第１の役割として，何よりも子どもの
「権利擁護（アドボカシー）」の視点が重要であ
る．子ども自身が自らの権利を正しく知り，行使
できるよう，時に子どもの声なき声を代弁し擁護
することが社会福祉士の基本的立場だからであ
る．近年，児童養護施設において，虐待を受けた
り，障害のある子どもが増加傾向にあるなか，ど
の子も個別的かつ多様で切実なニーズを持ってい
る．社会福祉士として，障害のある子どもも障害
のない子どもも共に育てるといったインクルーシ
ブな視点で，どの子どもも分け隔てなく受容する
ことは当然のこととして，子どもに対する差別や
排除も決して許さないといった高い人権意識が求
められる．

次に，第２の役割として，「多職種連携」が重
要である．児童養護施設においては，子どもに対
して，「チームワーク」による組織的支援を欠か
すことができないため，社会福祉士が中心となっ
て，担当職員をはじめ，家庭支援専門相談員，個
別対応職員，心理療法担当職員，看護師等専門
職，時に保護者や学校等とも連携しながら，自立
支援計画に基づく多様な支援をコーディネートす
る必要がある．つまり，社会福祉士として，子ど
もの自立支援を念頭に多種多様な専門職を含めた
協働実践が強く求められているのである23）．

そして，第３の役割として，「ネットワーキン
グ」が重要である24）．社会福祉士として，リービ
ングケアにおいて，児童家庭支援センターや退所
児童等アフターケア事業等25）の関係機関を活用
しながら，SST（ソーシャルスキルズトレーニン
グ）等に取り組むことで子どもの自立を支援する
必要がある．

また，アフターケアにおいても，同様に児童家
庭支援センターや退所児童等アフターケア事業等
の関係機関を活用するが，連絡が取りにくい卒園
生の場合，卒園生同士のつながりを活用して情報
収集する工夫も求められる．加えて，障害のある
子どもに関しては，自立がより困難なため，児童
福祉関連制度の知識だけでなく，障害者手帳や障
害年金等の障害者福祉関連制度，生活保護制度等
の幅広い知識も求められている．例えば退所後の
生活場所の確保に向けて障害者グループホーム等
を活用する場合，障害者相談支援事業所との連携
が欠かせない．そのため，常日頃から，社会福祉
士が中心となって，関係機関同士の顔の見える関
係を意識して形成しておく必要がある．

しかし，今後の制度的な課題としては，やはり
依然として「児童福祉施設の設備及び運営に関す
る基準」上の児童養護施設における社会福祉士の
専門性の確立と人員配置の低さがあげられる．も
ちろん，資格が仕事をするのではなく，人が仕事
をするのではあるが，資格取得後の日本社会福祉
士会等の職能団体によるキャリアに応じた生涯研
修体系や社会福祉系大学・大学院等におけるリカ
レント教育，その前提としての社会福祉士等の大
学等での実践的な養成教育も重要である26）．

Ⅴ　結びにかえて
児童養護施設におけるレジデンシャル・ソー

シャルワークの支援は，入所前後のアドミッショ
ンケアからインケア，リービングケア，アフター
ケアへと段階的に展開される．しかし，本論文で
はリービングケアとアフターケアの実践に着目し
たため，レジデンシャル・ソーシャルワークの全
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容については触れられなかった．とりわけアド
ミッションケアは，入所する前後に必要な支援
であり，入所前の子どもとの面会交流や入所説
明，施設見学等を行いながら，事前に，子ども自
身の不安の軽減を少しずつ図ることなどがその内
容であるが，その後のリービングケアやアフター
ケアに深く関連する意味でも重要である．それは
レジデンシャル・ソーシャルワークとして支援が
一貫・継続して展開されるべき事柄であり，その
入り口である．今後は，支援の入り口であるアド
ミッションケアにおけるレジデンシャル・ソー
シャルワーク機能のあり方にも着目し，その内容
や方法等々を社会福祉士の立場から調査研究で明
らかにしていくことで，レジデンシャル・ソー
シャルワークの全容解明や体系化を図る必要があ
る．

註
１）しかしながら，子ども家庭福祉分野で活躍す

る社会福祉士の有資格者の割合は，残念ながら
それほど高いものではない．日本社会福祉士会
の勤務先別会員数（2015年３月31日現在）によ
ると，児童福祉関係施設及び教育機関における
社会福祉士の有資格者は全会員37,010人中，児
童福祉関係施設1,164人（3.1％），教育機関1,651
人（4.5％）である．

２）2017（平成29）年８月，国は2016（平成28）
年の児童福祉法改正の理念を具体化するため，

「社会的養護の課題と将来像」を全面的に見直
し，「新しい社会的養育ビジョン」を取りま
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研究誌第11巻』所収　2012　pp.36

10）宮﨑正宇「児童養護施設職員の専門性とは」
『子どもと福祉第３号』所収　2010　pp.73

11）厚生労働省「児童養護施設運営ハンドブック」
（https://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/
bunya/kodomo/kodomo_kosodate/syakaiteki_
yougo/dl/yougo_book_2.pdf）2015

12）米本秀仁「生活型福祉施設のソーシャルワー
クのゆくえと展望」『ソーシャルワーク研究第
38巻２号』所収　2012　pp.86

13）深谷美枝「『施設実践のリアリティ』を描く
―質的方法によるレジデンシャルワーク研究
の可能性」『立正大学社会福祉研究所年報創刊
号』所収　1999　pp.117

14）北川清一「生活型児童福祉施設におけるソー
シャルワーク実践の基本構造」『ソーシャル
ワーク研究第20巻１号』所収　1994　pp.11

15）山本佳代子「児童養護施設における実践研究
における一考察」『山口県立大学社会福祉学部
紀要第17号』所収　2011　pp.44

16）近江宣彦「児童養護施設におけるソーシャル
ワークに関する試論―ソーシャルワークとケ
アワークの関係を巡って」『コミュニティ振興
研究：常磐大学コミュニティ振興学部紀要第17
号』所収　2013　pp.84

17）天羽浩一「児童養護施設における社会福祉士
の位置と社会福祉士資格に関わる問題点」『九
州社会福祉学第５号』所収　2009　pp.119

18）リービングケアの概念については，山縣文
治「児童養護施設におけるリービング・ケ

ア」『ソーシャルワーク研究第15巻１号』所収　
1989を参照されたい．

19）櫻井慶一「『保育ソーシャルワーク』の成立
とその展望―『気になる子』等への支援に関
連して」『文教大学生活科学研究第38集』所収 
2016　pp.33

20）自立の概念は多義的であるが，例えば竹中哲
夫「児童養護施設等における自立と『自立支援
計画』をめぐって」『児童養護第29巻２号』所
収　1998を参照されたい．竹中は自立の概念を
以下の12点に整理している．
①基本的生活習慣の習得・自立
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⑪社会的な主権者としての自立
⑫生きがい・自己実現・人生観の形成としての

自立
21）この点は，厚生省児童家庭局家庭福祉課監修
『児童自立支援ハンドブック』日本児童福祉協
会　1998を参照されたい．『児童自立支援ハン
ドブック』は，児童の自立支援を「一人ひとり
の児童が個性豊かでたくましく，思いやりのあ
る人間として成長し，健全な社会人として自立
した社会生活を営んでいけるよう，自主性や自
発性，自ら判断し決定する力を育て，児童の特
性と能力に応じて基本的生活習慣や社会生活技
術（ソーシャルスキル），就労習慣と社会規範
を身につけ，総合的な生活力が習得できるよう
支援していくこと」と定義している．

22）Goodman,R. Children of the Japanese 
Stat: The Changing Role of Child Protection 
Institution in Contemporary Japan, Oxford 
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University Press 2000（＝津崎哲雄訳『日本の
児童養護―児童養護学への招待』明石書店 
2006　pp.243）

23）協働実践については，鈴木浩之「子ども虐
待に伴う不本意な一時保護を経験した保護者
の「折り合い」のプロセスと構造―子ども虐
待ソーシャルワークにおける「協働関係」の構
築」『社会福祉学第57巻２号』所収　2016を参
照されたい．鈴木は，「保護者と児相における
子どもの安全を目標とした『協働』という子ど
も虐待における独自のソーシャルワーク領域と
その営みがある」と指摘している．

24）ネットワークを活用したソーシャルワーク実
践については，日本社会福祉士会編『ネット
ワークを活用したソーシャルワーク実践―事
例から学ぶ「地域」実践力養成テキスト』中央
法規出版　2013を参照されたい．

25）「退所児童等アフターケア事業」は，国の補
助事業として，2010（平成22）年度から開始さ
れているものである．主な支援内容としては，
施設を退所した後の地域生活及び自立を支援し
ている．また，卒園生同士が意見交換や情報交
換ができるような居場所の提供を行うことであ
る．その役割は高齢児童が増加している児童養
護施設の現状を鑑みると今後はますます重要と
なろう．

26）この点は，堀越敦子「ソーシャルワーカーが
自らの援助基盤を構築するプロセス―他の援
助者との援助差の認識を手がかりとして」『社
会福祉士第19号』所収　2012を参照されたい．
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